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非常災害時の人命、財産を確保するために

   　日本は、地理的、気象的条件から地震、津波・高潮、火山噴火、土砂崩れ・洪水、
台風、豪雪・雪崩等多くの自然災害が発生し、これまで数多くの尊い命や財産が
失われています。
　これらの災害が発生した時、人命救助、災害の救援、交通通信の確保、または
秩序の維持など、通信の重要性は計り知れません。
　日頃、利用できていた公衆回線などにも被害が発生し、通信手段が絶たれてし
まうことになると深刻な事態となります。

　いつ起こるか判らない災害時の通信の円滑な運用を確保するためには、平常時
から非常通信計画の策定、非常通信訓練の実施、非常通信に関する周知・啓発に
取り組んでおくことが重要です。
　昭和２６年７月、当時の総理府電波監理委員会（現在は総務省）が中心となっ
て「非常無線通信協議会」が設立されました。平成７年４月からは、無線だけで
はなく有線による非常通信も加わり、「非常通信協議会」に名称変更して活動を
続けています。

　非常通信協議会は、非常時に備えた通信計画の作成や通信訓練を実施し、円滑な通
信体制を整備すること等を目的としています。
　総務省が中心となり、消防庁、内閣府、警察庁、防衛省、国土交通省、気象庁、海
上保安庁、日本放送協会、都道府県、市町村、その他主要な電気通信事業者及び無線
局の免許人等、非常通信に関係の深い者によって構成されています。
　また、中央非常通信協議会、地方非常通信協議会及び地区非常通信協議会等により、
約２，０００機関の全国的な協力体制で組織されています。
　※地方及び地区非常通信協議会の運営は、都道府県等の協力を得て行われています。

中央非常通信協議会
（約４０機関）

地方非常通信協議会
（１１箇所・約１，６２０機関）

地区非常通信協議会等
（１１箇所・約３４０機関）

非常通信協議会の組織
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① ②

4 5

災 害 時 に は 迅 速 ・ 的 確 な 情 報 収 集 と 伝 達 が 重 要

１ 非常通信計画の策定及び実施

２ 非常通信の取扱要請

 

　災害による公衆回線の輻輳や被災による自営回線の不通など､通常の通信手段が利
用できない場合を想定し､非常時に対応するために地方非常通信協議会及び地区非常
通信協議会の協力を得て、全４７都道府県において非常通信ルートを作成し、市町
村と都道府県の間、都道府県と内閣府の間において円滑に重要な情報の伝達が行え
るよう、非常通信計画を策定しています。

３ 非常通信訓練の実施
　災害により通常使用している通信手段が被害を受け、情報伝達が円滑に行えない
場合を想定し、非常用電源の使用や非常通信協議会構成員の保有する通信手段を活
用して被災地と非常災害対策本部等（内閣府等）との間の重要通信を確保するなど、
実践的な非常通信訓練を行っています。

４ 非常通信体制の総点検
　非常時における円滑な通信を確保するため、非常通信協議会ごとに「一斉点検の日」
を設定し､無線局の設備、運用体制等について総点検を実施しています。

　非常時の円滑な通信を確保するため、非常通信協議会構成員に対して非常通信の
取扱を要請する体制を規定しています。

－非常時に万全の通信体制を確保するため､非常通信協議会は活動しています－
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５ 講演会等の開催

非常通信協議会連絡先一覧

６ 表彰の実施

　非常通信の一層の周知・啓発を図ることを目的として　、セミナー、講演会、
施設見学会などを実施しています。

協　議　会　名 事　務　局　所　在　地

　非常通信の実施及び非常通信協議会の運営に関して特に功績があった者に対
し表彰を実施しています。

７ 非常通信協議会総会の開催

　中央非常通信協議会、地方非常通信協議会では、年１回総会を開催し、規約
などの改正、活動などの事業計画を議論し、時代のニーズに即応した非常通信
体制の運営を行っています。

　　　　　　　　　　　総務省　総合通信基盤局　電波部　基幹通信課　重要無線室
　　　　　　　　　　　〒１００－８９２６
　　　　　　　　　　　東京都千代田区霞が関２－１－２　中央合同庁舎第２号館
　　　　　　　　　　　ＴＥＬ　（０３）５２５３－５８８８　ＦＡＸ　（０３）５２５３－５８８９

　　　　　　　　　　　北海道総合通信局　無線通信部　陸上課
　　　　　　　　　　　〒０６０－８７９５
　　　　　　　　　　　北海道札幌市北区北８条西２－１－１　札幌第１合同庁舎
　　　　　　　　　　　ＴＥＬ　（０１１）７０９－２３１１（内線４６５１）
　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　（０１１）７０９－５５４１

　　　　　　　　　　　東北総合通信局　無線通信部　陸上課
　　　　　　　　　　　〒９８０－８７９５
　　　　　　　　　　　宮城県仙台市青葉区本町３－２－２３　仙台第２合同庁舎
　　　　　　　　　　　ＴＥＬ　（０２２）２２１－２５６６　ＦＡＸ　（０２２）２２１－０６０７

　　　　　　　　　　　関東総合通信局　無線通信部　陸上第二課
　　　　　　　　　　　〒１００－８７９５
　　　　　　　　　　　東京都千代田区九段南１－２－１　九段第３合同庁舎　２２階
　　　　　　　　　　　ＴＥＬ　（０３）６２３８－１７７１　ＦＡＸ　（０３）６２３８－１７８９

　　　　　　　　　　　信越総合通信局　無線通信部　陸上課
　　　　　　　　　　　〒３８０－８７９５
　　　　　　　　　　　長野県長野市旭町１１０８　長野第１合同庁舎
　　　　　　　　　　　ＴＥＬ　（０２６）２３４－９９８４　ＦＡＸ　（０２６）２３４－９９７７

　　　　　　　　　　　北陸総合通信局　無線通信部　陸上課
　　　　　　　　　　　〒９２０－８７９５
　　　　　　　　　　　石川県金沢市広坂２－２－６０　金沢広坂合同庁舎
　　　　　　　　　　　ＴＥＬ　（０７６）２３３－４４８０　ＦＡＸ　（０７６）２３３－４４３４

　　　　　　　　　　　東海総合通信局　無線通信部　陸上課
　　　　　　　　　　　〒４６１－８７９５
　　　　　　　　　　　愛知県名古屋市東区白壁１－１５－１　名古屋合同庁舎第３号館
　　　　　　　　　　　ＴＥＬ　（０５２）９７１－９１９７　ＦＡＸ　（０５２）９７１－３６７２

　　　　　　　　　　　近畿総合通信局　無線通信部　陸上第二課
　　　　　　　　　　　〒５４０－８７９５
　　　　　　　　　　　大阪府大阪市中央区大手前１－５－４４　大阪合同庁舎第１号館
　　　　　　　　　　　ＴＥＬ　（０６）６９４２－８５５７　ＦＡＸ　（０６）６９４２－９０１４

　　　　　　　　　　　中国総合通信局　無線通信部　陸上課
　　　　　　　　　　　〒７３０－８７９５
　　　　　　　　　　　広島県広島市中区東白島町１９－３６
　　　　　　　　　　　ＴＥＬ　（０８２）２２２－３３６７　ＦＡＸ　（０８２）５０２－８０８２

　　　　　　　　　　　四国総合通信局　無線通信部　陸上課
　　　　　　　　　　　〒７９０－８７９５
　　　　　　　　　　　愛媛県松山市宮田町８－５
　　　　　　　　　　　ＴＥＬ　（０８９）９３６－５０６６　ＦＡＸ　（０８９）９３６－５００８

　　　　　　　　　　　九州総合通信局　無線通信部　陸上課
　　　　　　　　　　　〒８６０－８７９５
　　　　　　　　　　　熊本県熊本市二の丸１－４
　　　　　　　　　　　ＴＥＬ　（０９６）３２６－７８５３　ＦＡＸ　（０９６）３２６－４３７７

　　　　　　　　　　　沖縄総合通信事務所　無線通信課
　　　　　　　　　　　〒９００－８７９５
　　　　　　　　　　　沖縄県那覇市東町２６－２９
　　　　　　　　　　　ＴＥＬ　（０９８）８６５－２３０６　ＦＡＸ　（０９８）８６５－２３２１

非常通信協議会の様々な活動

中央非常通信協議会 

北海道地方非常通信協議会 

東北地方非常通信協議会

関東地方非常通信協議会

信越地方非常通信協議会

北陸地方非常通信協議会

近畿地方非常通信協議会

東海地方非常通信協議会

中国地方非常通信協議会

四国地方非常通信協議会

九州地方非常通信協議会

沖縄地方非常通信協議会
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　　　　　　　　　　　九州総合通信局　無線通信部　陸上課
　　　　　　　　　　　〒８６０－８７９５
　　　　　　　　　　　熊本県熊本市二の丸１－４
　　　　　　　　　　　ＴＥＬ　（０９６）３２６－７８５３　ＦＡＸ　（０９６）３２６－４３７７

　　　　　　　　　　　沖縄総合通信事務所　無線通信課
　　　　　　　　　　　〒９００－８７９５
　　　　　　　　　　　沖縄県那覇市東町２６－２９
　　　　　　　　　　　ＴＥＬ　（０９８）８６５－２３０６　ＦＡＸ　（０９８）８６５－２３２１

非常通信協議会の様々な活動

中央非常通信協議会 

北海道地方非常通信協議会 

東北地方非常通信協議会

関東地方非常通信協議会

信越地方非常通信協議会

北陸地方非常通信協議会

近畿地方非常通信協議会

東海地方非常通信協議会

中国地方非常通信協議会

四国地方非常通信協議会

九州地方非常通信協議会

沖縄地方非常通信協議会
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非 常 通 信 協 議 会
非常災害時の人命、財産を確保するために

古紙配合率 100%再生紙を使用しています。


